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供 給 主 導 型 モ デル に よ る住 宅 ス トック変 化 の分 析

A Supply Side Analysis of Housing Stock Change
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by Masuo KASHIWADANI, Ryohei NAKAMURA, Hiroyuki YAMADA

 Demand side analysis has been the main approach of housing market 

studies so far. However, supply side is playing more important roles 

in these years. This paper presents an estimation model of housing 

stock change which is caused by newly constructed housing units. 

The model is composed of a new housing construction estimation model 

represented by a system of econometrics and a housing demolition 

estimation model by an input-output model of housing vacancy. 

An empirical study in Osaka prefecture assures that the model can 

estimate the housing stock change with sufficient accuracy level 

for practical housing studies.

1.は じめに

地価の高騰に伴なって大都市圏の住宅問題は一段

と深刻化しており,有 効な対策が強く望まれている

が,近 年の住宅供給や住宅の地域内分布にはいくっ

かの新しい特徴が現われており,新 たな研究課題を

投げ掛けている。第1の 点は民間賃貸住宅の大量供

給に見られるように,住 宅建設に金利や税制等の供

給者側要因の比重が高まっていることである。この

ことは,従 来需要主導型研究が多かった住宅市場分

析あるいは住宅立地研究に,供 給主導型研究が新た

に必要なことを要求している。第2の 点は,高 層共

同住宅の増大と木賃アパートの減少に見られるよう

に,住 宅タイプによる増減の相違が顕著なことであ

る。このことは住宅立地や住宅市場の分析をタイプ

別に検討し,か つ各住宅タイプ間の相互関係をモデ

ル化すべきことを示している。

筆者らはこれまで,大 阪市あるいは大阪府を対象
1)

にして将来住宅立地推定の研究を行なってきたが,

ここでは大阪府全域を対象とした場合のタイプ別住

宅建設戸数の推定法と,そ の結果として現われる住

宅滅失戸数の推定法とについて考察する。

2.住 宅の需給関係のモデル化

(1)住 宅のプロー ・ストック分析

住宅市場の変化を分析するために,住 宅建設や滅

失等のフローと住宅ストックとの関係を総合的に分

析することの重要性はこれまでにも指摘されてはい
2)

たが,従 来の住宅市場分析研究では事後的な分析に

とどまり,予 測を試みたものはほとんど見られない。

またマクロ経済モデルを用いた最近の研究では,今

期住宅ストックが前期住宅ストックに新規建設住
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宅戸数を加えた後滅失戸数を引いたものとして定義

し,滅 失戸数を考慮した推計を試みてはいる3)が,従

来の統計値からの推測で滅失戸数の値を決めており,

建設戸数と滅失戸数との関係を考慮していない。筆

者らの1人 も建設と滅失とを分離した住宅立地モデ

ルの推定を行なっている4)が,滅失戸数は建設時期分

布により独立に決まると考えており,や はりフロー ・

ストック分析としての建設と滅失との関係について

の斉合性を欠いている。

本研究では,近 年の住宅建設特に貸家建設には供

給者要因が大きく関係していること,ま た持家建設

では需要者は同時に供給者でもあること等を考えて,

新規建設住宅がまず決まり,そ の後の住宅市場での

需要世帯の選択行動によって滅失住宅の量が決まる

ことによって,住 宅ストックの更新がはかられてゆ

く過程のモデル化を行なう。

(2)住 宅需給連関分析5)

ひとつのまとまった都市圏を定めて,一 定期間の

住宅需給関係をモデル化したものに住宅需給連関分

析がある。図一1は 住宅のフローとストックとの関

係を住宅と世帯それぞれについて示したものである。

住宅を住宅タイプによってn種 類に分類して,タ イ

プiま たはタイプ」で示す。まず,住 宅需給に関す

る世帯を地域内のタイプ」の住宅から,タ イプiの

住宅へ移動する世帯Zij,地 域内のタイプ」の住

宅から地域内の住宅外居住施設,地 域外へ移動する

世帯LHj,ま た地域内の住宅外居住施設から・あ

るいは他地域からこの地域内のタイプiの 住宅への

入居世帯NDiに 分 ける。

なお,こ こで住宅外居住施設

とは,親 族等との同居や会社の

寮等,住 宅統計調査で独立した

住宅と認められない居住状態を

指している。

世帯がある住宅から移動する

とそれまで住んでいた住宅は一

時的に空家となる。この空家の

うちかなりの部分は他の入居世

帯によって埋められるが,残 り

の住宅は空家として長期的に放

置されるか,あ るいは取り壌さ

れてしまう。ある時点までは住

宅であったがその後居住用施設として使われなくな

った建物(取 り壊しをも含む)を 滅失住宅と呼び,

タイプ」の一時的空家のうちrjの 割合のものが滅

失すると仮定する。なお,一 度滅失住宅と認定され

たものが再び住宅市場に現われることはないものと

する。域内住みかえ世帯による空家供給住宅を

Vij,ま た住宅外居住施設もしくは地域外へ離脱

する世帯による空家供給住宅をLSjで 表わすと,

定義より次式が成立する。

(1)

(2)

域内住みかえ需要世帯Zijと 新規需要世帯NDi

が域内住宅需要世帯総数Xiを 形成するが,住 みか

え世帯を空家供給に着目して分割して示すと,次 式

が成立する。

(3)

一方,タ イプ」の住宅供給戸数Xjは 住みかえ及び

離脱供給世帯が残した空家供給住宅Vij及 びLSj

と新規供給住宅CSjと の合計であり,次 式で表わ

される。

(4)

LSj+CSjの 和をFjで 表わして初期供給住宅

と呼び,住 みかえ住宅係数Pijを 式(5)で 定義す

図一1住 宅需要世帯と供給住宅の関連図
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ると式(4)は,式(6)で 表 わされる。

(5)

(6)

従 っ て,

とおくと,次 式が成立する。

(7)

ここでP*はPの 転置行列である。

(3)滅 失住宅戸数の推定

住宅市場から滅失するタイプ」の住宅戸数をDj

とするとそれは次式で表わされる。

(8)

従って,初 期供給住宅,住 みかえ住宅係数,滅 失

率等の値がわかっておれば,式(7), (8)を 用いる

ことにより,住 宅タイプ別住宅戸数を計算すること

ができる。都市圏が安定的な状態にあり,域 内の住

宅外施設や域外への移動世帯が経年的に安定的であ

るとすれば,住 宅ストック増加のインパクトはほと

んど新規建設住宅によってもたらされる。住みかえ

住宅係数はその定義式から理解されるように,ど の

タイプの住宅が新しく供給されたかにはあまり影響

されなく,む しろタイプ別の住宅ストックの割合や

滅失率rjの 値により強い関係を持っている。この

ためこの値は短期的にはさほど変わらないものと思

われる。従って式(7), (8)よ り,行 列Pあ るいは

LHjが 安定的な状況のもとでは,滅 失戸数Djは

新規建設戸数CSjに よって大きく影響され,そ の

内容は行列Pの 特性によって決まると考えらる。な

お滅失率rjの 値は滅失戸数Djの 推定に重要な関

係を持っが,こ の値を定めることは困難である。

事後的な滅失率計算を考えると,時 点T0, T1間

を基準期間 τとし,タ イプjの 住宅居住世帯数を

Hj (T0), Hj (T1)で 表わ したときフロー ・ス ト

ックの関係より次式が得られる。

(9)

そこでこの間の事後的な滅失率の値を次式で計算

できる。

(10)

基準時点の滅失率や住みかえ供給住宅係数がそれ

以後も変化しなく,ま た将来のLHjの 値がなんら

かの形で別途に推定されるとすれば,新 設住宅戸数

に応じた滅失戸数の計地算が式(7), (8)を 用いて可

能となる。

3.大 阪府の住宅建設着工戸数推定

(1)モ デルの考え方

住宅建設の着工戸数推定を全国を対象として行なっ

た例はいくつか見られる3)6)が,特定の地域を対象とし

て妥当な推定結果を得ることは困難である。その原

因は,地 域を限定するために人口の社会移動を考慮

しなければならないことであるが,特 に大阪府では

過去に人口が急成長したものの,近 年では微増にと

どまり,人 口の社会増減の動向がきわめて注目され

る状況にある。このため,過 去の構造推定において

も良い結果を得るための説明変数の選択は容易では

ない。

住宅はストック財であり,住 宅から派生する住宅

サービスが最終需要者に受け取られる。住宅建設は

住宅建設業者が生産し,住 宅サービス供給業者が購

入する経済活動であり,住 宅建設の需・要者は住宅サ

ービス供給業者である。持家の場合には建設需要者

と住宅需要盤者とが一致するが,一 般的には短期的な

住宅サービス需要と長期を見通した住宅建設需要と

を区別すべきであろう。住宅建設需要者は地域の人

口動向や平均所得,住 宅サービス需要者の条件を考

慮する他に,金 利や地価,場 合によっては他のタイ

プの住宅建設戸数も重視すると考えられる。住宅建

設の供給側要因は建築費で表わされよう。

ところで,住 宅のタイプ分類については土地利用

形態面では建て方や構造が注目され,住 宅サービス

市場の分析ではこの他に所有関係が重視されるが,
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住宅建設では建設需要の内容により分類されること

が多い。そこで本研究でも,住 宅建設戸数推定を民

間貸家,民 間分譲,持 家のそれぞれについて行なう

こととする。なお,公 共の貸家や分譲住宅について

は年度別の建設戸数や立地点が政策的に決められて

いるため,戸 数推定モデルを作成しない。

なお,住 宅建設戸数モデルに現われる変数のいく

つかは地域の経済社会動向によって決まるため,住

宅建設戸数の将来予測には地域計量経済モデルとの

関連が必要となる。ここでは大阪府計量経済モデル

を上位モデルとしている。

(2)推 定式

モデルの構造を示すに先だって,用 いる変数を大

阪府計量モデルと関連させて表-1に 示す。

の表-1住 宅建設戸数モデルの変数

モデルの構造式をパラメータ推定結果 とともに順

に示す。推定結果は昭和48年 か ら62年 までの15時 点

である。なお,以 下の推定式のパラメータ値の下の

かっこ内はt値 の絶対値, R2は 決定係数, DWは

ダービンワトソン比をそれぞれ示 している。

(a)民 間貸家住宅(PRH)

(11)

人口社会増が建設を促進させ,建 築費や金利等は

抑制要因と考えられる。地価が高くなると家賃が上

がるため地価は抑制要因となりうる。なお,地 価の

デフレーターについては通常の財の価格のような実

績値がないため,建 築費との比較を考慮して住宅投

資デフレーターを用いている。また,近 年の貸家建

設では地価高騰に起因する種々の節税対策が建設を

促進している面が見られ,大 阪府では1985年以降に

地価が高騰したことより1985年以降のダミー変数を

用いている。推定結果を見ると決定係数の値はまず

まずの水準であり,ダ ービンワトソン比の値もほぼ

2と なっている他,パ ラメータの符号条件にも問題

はない。1985年以降ダミー変数を除いて各変数はい

ずれも1%水 準で有意であり, t値 はほぼ同一とな

っている。地価については全般的には抑制要因とな

っているが,1985年 以降ではその影響はやや弱めら

れている。

(b)民 間持家(NHCM)

(12)

持家系の住宅では地価と可処分所得の関係が住宅

購入者の取得能力指標として用いられており,促 進

要因と考えている。建築費については持家住宅のほ

とんどが木造であることを考慮 しており,金 利とと

もに抑制要因である。1982年の建設戸数が特に多い

ためダミー変数を用いている。推定結果を見ると,

決定係数の値は0.7を越え,ダ ービンワトソン比も

2に 近いこと,符 号は予想通りであること等ほぼ満

足しうるものと思われる。t値 では建築費がもっと

も高く0.1%水 準で有意である。これに対して地価

に対する可処分所得の比に関するt値 が小さいが,

このことは近年の持家建設には建てかえ住宅の割合

が大きいことが関係していると思われる。

(c)民 間分譲住宅(NHCBP)

(13)
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最初の変数は持家と同様最終需要者の取得能力を

表わしている。第2項 の建築費については近年の大

阪府下分譲住宅の大半が非木造住宅であるため鉄筋

コンクリート建築費を採用している。分譲住宅の建

設需要者は住宅販売業者であるため金利については

住宅投資デフレータの変化をも考慮している。また,

分譲マンション入居者には借家からの移動世帯がか

なり見られ,分 譲マンションと借家との競合が考え

られること,特 に,近 年の地価高騰により,分 譲マ

ンション入居希望世帯が民間貸家住宅に向かうこと

を考慮して1985年以降では民間貸家の建設戸数を変

数に用いている。なお,持 家は民間分譲住宅に比べ

て1ラ ンク上の住宅と考えているため,持 家につい

ては貸家との関係を表わす変数は用いていない。

1977年の建設戸数が特に多いためこの年度のダミー

変数を用いている。推定結果を見ると決定係数の値

はほぼ0.64つまり重相関係数で0.8程度であり,あ

まり良い値とは言えない。このことは民間分譲住宅

建設戸数が年によってかなり変化しており,構 造推

定が困難であったことを示している。ダービンワト

ソン比の値は約1.8であり問題はない。符号条件は

予想通りであったが,い ずれの変数もt値 は小さく

5%水 準でも有意となるものはない。

建築費用総平均値と住宅投資デフレータの推定式

は以下の通りである。

建築費用(総 平均)

(14)

住宅投資デフレータ

(15)

なお,平 均建築費は住宅構造の構成比によって変

わりうるが,時 系列推定を行なっているため,過 去

15年間の変化の程度であればこの式で対応しうると

思われるが,将 来構成比が大幅に変わる場合には注

意をせねばならない。

4.大 阪府下の滅失戸数推定

(1)大 阪府の住宅需給連関表

1978年から1983年の期間について,住 宅統計調査

と住宅着工統計調査の結果を使用し,住 宅需給連関

表を作成した7)。住宅タイプに関しては,住 宅政策分

析のモデル作成を意図して所有関係,建 て方,構 造

等に注意し,持 家1戸 ・長屋建,持 家共同住宅,公

共借家,民 営借家1戸 ・長屋建,民 営借家共同木造,

民営借家共同非木造,給 与住宅の7つ に分類した。

世帯の移動数については, 1983年住宅統計調査の

移動世帯数を基本にしている。住宅統計調査では19

78年に住宅に居住していて現在(1983年)に住宅外居

住施設に入居している世帯数を知ることは出来ない

が,1978, 83年各住宅統計調査の居住世帯数と1983

年住宅統計調査による大阪府転入 ・転出住宅世帯数

より,そ の値を75, 885世帯と推定した。なお,こ の

世帯を以後元世帯と呼ぶ。

住宅ストック戸数を1978, 83年各住宅統計調査か

ら得,1978年 から1982年までの建築着工統計により

新規建設住宅戸数を算出した。なお,住 宅統計調査

は10月1日 付の居住世帯に関する調査であり,一 方,

建築着工統計調査は暦年の着工時届出調査であるた

め,建 築着工統計調査の期間を住宅統計調査の期間

に比べて1年 先行させている。住宅タイプに関して

は建築着工統計の持家及び分譲住宅の1戸 ・長屋建,

同共同住宅を本研究の持家1戸 ・長屋,持 家共同に

対応させ,公 共の住宅については建設実績を用いて

いる。次に建築着工統計の貸家1戸 ・長屋を民営借

家1戸 ・長屋に,ま た貸家木造共同住宅を民営借家

木造共同住宅に,さ らに貸家非木造共同住宅から公

共住宅戸数を引いた値を民営借家共同住宅非木造に

それぞれ対応させ,建 築着工統計の給与住宅戸数は

そのまま本研究で分類した給与住宅に対応させた。

表-2は これらの住宅タイプの住宅ストックと新規

建設住宅戸数及び式(9)を 用いて推定した滅失戸数

とを示したものである。

住宅市場でのフローのバランスを見ると,住 みか

えや離脱により世帯が残した住宅戸数と新規建設戸

数との和の値ば,入 居世帯数と滅失戸数との和の値

に一致するはずである。しかしながら,持 家,公 共

住宅,民 営借家1戸 ・長屋では前者の値が後者の値

を上まわり,そ の他の住宅タイプでは後者の値が前
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表-2住 宅タイプ別住宅戸数 表-3滅 失率の値

者の値を上まわった。このため持家,公 共住宅,民

営借家1戸 ・長屋では記入もれ世帯があると判断し

て,そ の差を入居世帯に追加し,前 住宅割合は調査

時の前住宅割合と同一と仮定した。一方,そ の他の

住宅タイプについては,住 宅統計調査に現われない

元世帯の数75,885世帯を差額で比例配分したものを

離脱世帯の増分として各タイプの住宅に与えた。

このようにして需給バランスがとれた形での住み

かえ世帯数と離脱世帯数を定めて式(10)の分母の値

を算出し,表-2の 滅失戸数を用いて式(10)で定義

した滅失率を算出した。その結果を表-3に 示す。

表より持家1戸 ・長屋及び持家共同の滅失率の値が

大きいことがわかる。持家1戸 ・長屋については新

規建設戸数に大量の建てかえを含むためにここで定

義した滅失率の値が大きくなっている。また持家共

同については,建 設された住宅が事務所などに転用

されるため,新 規建設住宅に対して入居世帯数が相

対的に少なく,表-2に 示した滅失戸数が過大推定

されているために,結 果的に式(10)で定義する滅失

率の値が大きくなったものと推察される。表-4は

この滅失率の値を用いて作成した住宅需給連関表で

ある。

表-5に 住みかえ住宅係数の行列Pの 値を示す。

(2)1983年-1988年 の滅失戸数推計

1978-1983年 の期間を対象にして算出した住みか

え住宅係数及び滅失率を用いて,1983-1988年 の間

の新規住宅建設戸数に対応する滅失住宅戸数の推計

を行なった。なお,離 脱世帯数LHjに ついても19

78-1983年 の場合と同じ値を用いている。

1983-1987年 の建築着工統計調査から住宅タイプ

別の新規建設住宅戸数を得,こ れらの住宅戸数に対

する総供給住宅戸数Xj及 び式(8)に よる推定滅失

戸数Djを 計算した。その結果と式(9)を 用いて事

後的に計算できる滅失戸数とを表-6に 示す。推定

値は持家1戸 ・長屋,民 営借家共同住宅,非 木造,

給与住宅についてはやや過少に推定し,民 営借家共

同住宅木造については過大に推定している。持家共

同住宅と公共借家についてはかなり大幅に過大推定

している。しかしながら,こ れら2つ の住宅タイプ

の滅失戸数は少ないため,推 定値と事後的に算出し

た値との相関係数は0.9012でさほど小さくない値で

ある。

表-4大 阪府住宅需給連関表(昭 和53年-58年)
推定 した滅失戸数の総戸

数は約30万3千 戸であり,

実績値約27万8千 に対 し

て過大 となっている。この

ことは,表-6の1983-88

年 の推定滅失戸数が表-2

の1978-83年 実績値とよく

似ていることからわかるよ

うに,推 定値が1978-83年

の傾向を保存 したす う勢値

であることに対して,実 績

値は1983-88年 の間のよ り

ひっぱくした需給関係 を反
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表-5Pの 値

表-6 1983-88年 の滅失戸数と推定値

映したためである。1978-83年 の間に増加居住世帯

数は約12万2千 世帯であったが,1983-88年 の間

のその値は約19万5千 世帯であった。これに対し

て新規住宅建設戸数は1978-83年 の間が約43万6

千戸であったが,1983-88年 はほぼ同数の約45万

8千 戸であった。このため増加世帯数に新規住宅建

設戸数が追いつかず,滅 失戸数が減少したと解釈さ

れる。このことは,も っとも低質な民営借家共同住

宅木造での大幅な過大推定に典型的に現われている

次に表-7は83年 のストック量に実績新築戸数を

加えた後,表-6に 示した推定滅失戸数を引いた88

年計算値と実績値とを示したものである。

表-7 1988年住宅ストックと計算値

両者の相関係数の値は0.9994,平 均パーセント誤差

は4.43%で あり,将 来の住宅ストック推計について

は推定精度は良いと考えられる。

5.将 来推定の計算例

(1)新 規建設戸数の将来推定

1985年国勢調査結果を基準にとり,2000年 の大阪

府下住宅ストックの推定を行なう。大阪府計量経済

モデルに連動させて新規建設住宅戸数推定値を算出

する。なお,こ の推定モデルでは公共借家と給与住

宅の建設戸数が計算できないので,大 阪府下着工住

宅総数に占めるそれらの割合のすう勢値を用いてそ

の値を計算することとした。次に,住 宅の建て方や

所有関係についてこれまでの住宅統計調査結果より

構成割合のすう勢値を算出し,そ れらの値を用いて

各5年 毎の住宅タイプ別新規建設戸数を算出した。

その結果を表-8に 示す。表からわかるように持家

では1985-90の 間に比べて1990年以下はやや建設量

が低下し,民 営借家では1985-90の 水準が高いが年

とともに減少傾向を示している。

(2)滅 失戸数

4に 示した場合と同様に住みかえ住宅係数,滅 失

率,離 脱世帯数等の値が1978-83の 値を保つものと

して滅失戸数を計算した。表-8に 推定滅失戸数を

示す。住宅タイプ別の新規建設戸数の将来値の住宅

タイプ別割合が1983-88年 実績値と似ているため推

定滅失戸数も1983-88年 の推定値に類似している。

(3)住 宅ストック戸数

表-9は 推定した新規建設戸数と滅失戸数を用い

て住宅タイプ別将来住宅ストック戸数を推定した結

果を示 している。持家1戸 ・長屋や公共住宅は年1

%弱 のゆるやかな増加傾向を示しているが,民 営借
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表-8新 規建設住宅戸数及び

滅失戸数の将来推定値

表-9住 宅ストック戸数の将来推定値

家の1戸 ・長屋や民営借家共同住宅木造では大幅な

減少が予想されている。これに対して持家共同や民

営借家共同非木造などは大きく伸び,特 に後者につ

いては2000年には1985年時の3倍 以上の急増が示さ

れている。

6.お わりに

本論文では,住 宅の需給関係における供給側の役

割が大きいこと,特 に近年では供給側が市場の動向

ひいては住宅ストック変化を主導的に変化させてい

る点に注目して,住 宅建設による住宅ストック変化

の推定法を提案した。この方法は住みかえ住宅係数

の形で住宅市場における住宅タイプ間の相互関係を

マクロ的にとらえることにより,建 設と滅失とのパ

フォーマンスを表わした点に特後がある。大阪府で

の実証分析では滅失戸数そのものの推定としては高

精度とは言い切れないとしてもストック推定につい

ては実用的な精度が得られることがわかった。

しかしながら,住 みかえ住宅係数や滅失率などの

値を単に過去の値を用いて固定している点には問題

があり,今後住宅市場での需給関係を反映するマク

ロモデルの開発が必要である。
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